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建設産業情報（最近の動向） 
 
 
在外公館名 在ニューヨーク総領事館           
 
記入日   ２０１５年１２月      
 
 
１．現地の建設・不動産市場に係る経済情報 
   
  資料名：新築住宅着工許可件数（連邦統計局）（ニューヨーク都市圏を選択可能。また、

金額ベースも選択可能。）（２０１５年１１月） 
URL：http://www.census.gov/construction/bps/msamonthly.html 
 

  資料名：ニューヨーク住宅価格指数（S&P Dow Jones Indices LLC）（２０１５年１

０月）（以下のリンクからニューヨーク都市圏を選択可能。） 
URL： 

http://us.spindices.com/index-family/real-estate/sp-case-shiller 
 

 
２．建設業制度、入札契約制度、不動産業制度の改正動向  
該当なし 

 
３．報道情報 
 タイトル、概要 日付/掲載紙 
１ 「新ハドソン川横断トンネル建設プロジェクト，連邦議会

から後押しを受ける」： １２月７日，シューマー(Charles 
Schumer)連邦上院議員（民，ＮＹ州），ブッカー(Cory A. 
Booker)連邦上院議員（民，ＮＪ州），コスィア(Anthony R. 
Coscia)アムトラック議長及びフォイ(Patrick J. Foye)ニュ

ーヨーク・ニュージャージー港湾公社エグゼクティブディ

レクターは，記者会見を開き，先週成立した米国陸上交通

修 繕 法 （ FAST Act; Fixing America's Surface 
Transportation Act)により，向こう５年間で約３０５０億

ドルのインフラ投資パッケージが決定し，新ハドソン川横
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断トンネルの建設の連邦政府負担分（事業費約２００億ド

ルの半分）の財源調達に弾みがついた旨表明。新法の下で

は，例えば，資金の借り手はプロジェクト完了から５年後

に資金返済が可能となるなど，現行制度（資金調達から６

年後に返済開始）よりも返済期間の猶予が認められること

になる。残りの半分の事業費をＮＹ州，ＮＪ州，港湾公社，

ＮＹ市等がそれぞれどれだけ負担するか等は未定。 
 
 
４．その他我が国の建設産業界にとって参考となりうる最近の動向（報道情報以外） 
該当なし 

 
 



     
 



     
 



     
 

     

 


